参加表明書

　

	業務名　　萩・石見空港を利用した外国人観光客向け旅行商品の造成・販売業務


申込者
（所 在 地）

（名　　称）

（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　

連絡担当者

（職・氏名）

（電　　話）

（Ｆ Ａ Ｘ）

（Ｅ－mail）

　
この業務の企画提案に参加したいので、関係資料を提出します。
　なお、参加資格要件については、次のとおり事実に相違ないことを誓約します。

	要件
	参加資格要件
	記入欄

	3.(3).(ア)
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項の規定に該当しない者であること。
	適・否

	3.(3).(イ)
	地方自治法施行令第167条の4第2項の各号に該当すると認められる事実があった後2年を経過しない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。
	適・否

	3.(3).(ウ)
	国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中の者でないこと。
	適・否

	3.(4)
	民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続き開始の申し立て、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続き開始の申し立て、又は破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続き開始の申し立てが行われている者でないこと。
	適・否

	3.(5)
	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下、「暴対法」という。）第2条第2号に規定する暴力団でないこと。
	適・否

	3.(6)
	役員等が暴対法第2条第6号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）、又は暴力団員関係者（過去暴力団員であった者も含む）でないこと。
	適・否


　　※記入欄の該当する項目を○で囲むこと

［添付資料（各１部ずつ）］

　・島根県内に事業所を有する者にあっては、島根県が発行する納税証明書（発行後3か月以内のもの、写し可）
・島根県内に事業所を有しない者にあっては、主たる事務所の所在地の都道府県が発行する納税証明書
（発行後3か月以内のもの、写し可）
・税務署が発行する消費税及び地方消費税に関する納税証明書（発行後3か月以内のもの、写し可）

　※各納税証明書について、コンソーシアムによる参加の場合は、構成員全てのものが必要です。
・コンソーシアムによる参加の場合は、コンソーシアム協定書の写し
・過去の類似事業実績（様式自由・同規模程度の実績があれば優先的に添付してください。）

・会社等組織概要（会社案内、要覧、定款等）
※令和5年7月27日（木）17時必着
（様式１）








